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　組合員の皆様方には、日頃より格別のご愛顧お引き立てを賜り心からお礼申し上げます。

　このたび、当組合の現況（令和３年度第５８期）をまとめましたので、ご理解を深めていただくための資料としてご高覧賜りた

いと存じます。

　石川県医師信用組合は、設立以来、医療業界における相互扶助の精神に基づき、組合員各位をはじめ石川県医師会様、各郡

市医師会様および関係諸団体様のお役に立つ金融機関を目指しております。

　今後とも、組合員皆様の信頼に応えるべく充実した金融サービスを提供できますよう、法令遵守を第一に、経営の健全性の

確保及び強固な経営基盤の確立に努めてまいります。

　組合員の皆様におかれましては、引き続き格別のご支援とご指導を賜りますようお願い申し上げます。

令和４年７月　　石川県医師信用組合　理事長　安田　健二　

猿昭和３９年７月 石川県医師信用組合設立
猿昭和３９年８月 診療報酬控除等の業務展開を開始
猿昭和４５年１１月 振込業務（為替業務の一部）を開始
猿昭和４９年７月 創立１０周年を迎える
猿平成６年７月 創立３０周年を迎える
猿平成７年１０月 金沢手形交換所加盟
猿平成７年１１月 内国為替制度加盟（全信組連経由でテレ為替取扱開始）
猿平成８年８月 ディスクロージャー誌　第一号発行
猿平成９年５月 預金高１００億円達成
猿平成１１年４月 「西暦２０００年問題対応」及び業務のレベルアップのための

コンピュータ入替え完了
猿平成１２年７月 北陸財務局による金融検査を受検
猿平成１２年１０月 全国医師信用組合連絡協議会総会（金沢市開催 当番組合）
猿平成１５年３月 北陸財務局による金融検査を受検
猿平成１５年１０月 信組システム共同センター（SKC）に加盟
猿平成１５年１１月 「石川県医師会・日赤共同ビル」に新築移転（金沢市鞍月東）
猿平成１６年２月 新商品「フリーローン」取扱開始
猿平成１６年７月 創立４０周年を迎える
猿平成１８年１月 北陸財務局による金融検査を受検
猿平成１８年１１月 預金保険機構の検査を受検
猿平成１９年４月 「災害復興支援融資」（能登半島地震）の取扱
猿平成２０年４月 「ドクターサポートローン」（事業性ローン）
 「ドクターフリーローン」（非事業性ローン）の取扱開始
猿平成２０年７月 「災害復興支援融資」（浅野川豪雨）の取扱
 「災害復興支援融資」の制度融資化
猿平成２０年１２月 北陸財務局による金融検査を受検
猿平成２１年２月 「マイカーローン」の取扱開始
猿平成２１年４月 「新規開業ローン」の取扱開始
猿平成２１年８月 「事業継承ローン」の取扱開始
猿平成２１年９月 「事業ステップアップローン」の取扱開始
 「一般融資（変動金利・年２回見直し）」の取扱開始
猿平成２２年９月 「教育ローン」の取扱開始
猿平成２３年１月 「メディカルローン」の取扱開始
 北陸財務局による金融検査（金融円滑化）を受検
猿平成２３年１１月 第６次全銀システム開始
猿平成２４年８月 「オートローン」の取扱開始
猿平成２５年３月 北陸財務局による金融検査を受検（経営管理・信用リス

ク・市場リスク）
猿平成２６年２月 「経営者保証に関するガイドライン」への態勢整備実施
猿平成２６年７月 創立５０周年を迎える
猿平成２６年１１月 「借換え専用ローン」、「住宅ローン」の取扱開始
猿平成２７年５月 第６次オンラインシステム稼働開始
猿平成２７年５月 「医師応援ファンド」の取扱開始
猿平成２８年６月 「リフォームローン」の取扱開始
猿平成２８年１０月 「オートローン」医師協同組合とのタイアップ商品取扱開始
猿平成２９年５月 総預金３００億円突破
猿平成２９年６月 住宅ローン固定金利（５年・１０年）の取扱開始
猿平成３０年１月 貸出金５０億円突破
猿平成３０年４月 三井住友信託銀行と信託代理店契約を締結

組合のあゆみ（沿革）
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猿平成３０年６月 しんくみローンリサーチ（WEB対応）取扱開始
猿平成３１年４月 住宅ローン（８大疾病）の取扱開始
猿令和元年７月 北陸財務局による金融検査を受検
猿令和元年１０月 全国医師信用組合連絡協議会総会（金沢市開催　当番組合）
 （台風１９号の影響を考慮し中止）
猿令和２年３月 緊急経営安定資金支援融資（新型コロナ）の取扱開始
猿令和２年１２月 ２０２０年度　分野横断的演習参加
猿令和３年１０月 金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習参加
猿令和３年１２月 ２０２１年度　分野横断的演習参加
猿令和４年２月 金沢中央信用組合と「業務継続のための相互協力協定書」

締結

事業の組織

総　　会

理 事 会

常 務 会

監 事 会

次　　長
（統括）

専務理事

常務理事

監　　事理　　事

理 事 長

課　　長

・融資業務責任者
・総務（経費等）、日計事務
担当責任者
・金融円滑化担当者
・顧客総合管理・個人情報
管理責任者
・預金保険機構関係管理責
任者
・渉外業務・営業推進
・資産査定責任者
・総務（総会・理事会）関係
責任者
・サイバーセキュリティ担
当責任者

課　　長

・内部業務責任者
・システム関係担当責任者
　　信組サーバ
　　店内ネットワーク
　　組連ネット
　　インターネット
　　バンキング
・有価証券担当者（バック）
・人事関係担当者

内部監査

・常務理事の補佐

・業務等全般
　統括管理責任者

・対外関係・システム
　関係責任者

・個人情報等
　管理統括責任者

・有価証券担当者
（ミドル）

・オフサイトモニタ
　リング担当責任者

・決算業務責任者

・人事関係責任者

・マネロン・テロ資金
　供与対策責任者
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貸出金は新規開業ローン（前期比２９８百万円増加）及び住宅ローン（前期比
３５０百万円増加）の増加が主な要因として、期末残高で７６億６１百万円、前
期比１０億１９百万円の増加、１５.３４％の伸率となりました。
　令和３年度決算は、資金運用収益面において、相変わらず市場金利低
迷による有価証券の運用難が続き、有価証券利息配当金は年々減少傾向
ではありますが、貸出金の増加により貸出金利息の増加、また「日本銀行
による地域金融強化のための特別当座預金制度」の利用効果もあり、経常
収益は前期比較で１４百万円増加しました。
　資金調達費用面において、預金利息は預金残高増加に伴い前期比較で
微増、また経費についても令和３年１１月より職員１名採用したことで人件
費が前期比較で微増し、経常費用では前期比較で１百万円増加しました。
　よって経常利益１億３１百万円、当期純利益は９６百万円と、増収増益の
決算となりました。

猿顧客保護等管理方針
１．お客さま保護のための基本方針
　当組合は、法令、諸規則、諸規程（以下「法令等」といいます。）を遵守し
て誠実かつ公正に事業を遂行し、当組合の商品・サービス（以下「商品等」
といいます。）の正当な利益の確保及びその利便性の向上を図り、お客さ
まからの信頼を確保するために継続的に取り組みます。
２．お客さまへのご説明について
⑴　当組合は、法令等を遵守して、お客さまへの説明を要するすべての
商品等について、お客さまの取引目的、ご理解、ご経験、ご資産の状
況等に応じた適切かつ十分な商品説明と情報提供を行います。
⑵　お客さまに対する経営相談・経営指導及び経営改善等について、金
融円滑化の観点より、適切な説明・対応に努めます。

３．お客さまからのご相談・苦情等の対処について
⑴　当組合は、お客さまからのご相談、苦情等について、迅速かつ誠実
に対応し、お客さまの正当な利益を公正に確保して、もって当組合の
事業についてお客さまのご理解が得られるように努めます。
⑵　お客さまからの返済条件変更等負担の軽減に関する申込み・相談に
対しては、迅速かつ誠実な対応に努めます。

４．お客さまの情報管理について
⑴　当組合は、お客さまの情報について、これを適法かつ適切な手段で
取得し、正当な理由なく、当組合がお客さまにお示しした利用目的の
範囲を超えた取扱いや外部への提供を行いません。
⑵　当組合は、お客さまの情報の正確性の維持に努めるとともに、お客
さまの情報への不正なアクセスや情報の流出等の防止のため、適切か
つ十分な安全保護措置を講じます。

５．当組合業務の外部委託におけるお客さま情報の取扱いやお客さまへの
対応について
　当組合がその業務を第三者に外部委託する場合においても、お客さま
の情報及びお客さまへの対応が適切に行われるように外部委託先を管理
します。
　
猿勧誘方針
　当組合は、金融商品の販売等にあたって、各種法令・規則等を遵守す
ると共に、次の各事項に基づき、適切な勧誘を行います。
１．お客さまの知識・ご経験等を考慮のうえ、お客さまの自主的な判断の
ために必要となる適切な情報提供を行います。
２．お客さまに対して、商品内容やリスクなど重要な事項に関する説明を
行い十分理解していただくよう努めます。
３．良識を持った節度ある行動により、お客さまの信頼の確保に努め、お
客さまにとって迷惑となる方法や不都合な時間帯での勧誘を行いません。
４．誠実・公正な勧誘に努め、事実ではない情報を提供するなど、お客さ
まの誤解を招くような勧誘を行いません。
５．役職員に対する研修を充実し、金融商品に関する知識の充実を図ると
ともに、適切な勧誘が行われる様、内部管理体制の強化に努めます。
６．相談・苦情等受付窓口を設置し、お客さまからのご相談・苦情・ご要
望および照会等に対し、親切を旨として誠実に対応いたします。

理 事 長　　安　田　健　二（＊） 理　　事　　森　下　　　肇（＊）
専務理事　　洞　庭　賢　一（＊） 理　　事　　松　葉　　　明（＊）
常務理事　　前　田　晴　彦（＊） 理　　事　　吉　光　康　平（＊）
理　　事　　橋　本　英　樹（＊） 理　　事　　平　場　吉　治（＊）
理　　事　　牛　村　　　繁（＊） 理　　事　　佐　原　まゆみ（＊）
理　　事　　羽　柴　　　厚（＊） 理　　事　　宮　下　隆　司（＊）
理　　事　　鍛　治　恭　介（＊） 監　　事　　木　下　弘　治（＊）
理　　事　　宮　内　　　修（＊） 監　　事　　的　場　宗　敏（＊）
理　　事　　村　井　　　裕（＊） 監　　事　　田　中　良　則（＊）
理　　事　　北　村　　　学（＊） 監　　事　　沖　野　惣　一（＊）
注）当組合は、職員出身者以外の理事（＊印）の経営参画により、ガバナンス
の向上や組合員の意見の多面的な反映に努めております。

猿基本理念・・・地域医療の発展に貢献いたします
　当組合は、医業域の協同組織金融機関として、医業間の協調精神、相互
扶助の精神に基づき、金融面から医業経営の安定、発展のお手伝いをする
とともに、「地域医療」の発展に寄与することを基本理念としています。

猿経営方針・・・健全経営に徹します
　基本理念に基づき業域信用組合としての社会的使命を果たすべく、経
営の健全性確保に努め、経営基盤の強化を図り、組合員の事業発展に貢
献いたします。

《当組合の経営姿勢と考え方》
焔経営の健全性の確保
経営には、安全性、収益性、効率性の確保が求められています。
自己責任原則による経営をすすめ、経営のディスクローズを通じて当組
合の経営について組合員の理解を深めると共に「コンプライアンス」と
「リスク管理態勢」及び「内部管理態勢」の強化を図ります。
焔経営体質の強化
安定的な収益の確保によって経営体質の強化に努めてまいります。
焔医業経営へのお手伝い
当組合は石川県下の医業界を背景とした業域信用組合であります。
従って、医業経営のためのお手伝いを積極的に行なうことにより、充実
した金融サービスを提供しながら医業経営を側面から支援し、「地域医
療」の発展に貢献いたします。

《金融経済環境》
　世界経済の先行きは、足枷となってきた新型コロナウイルスについて
は、依然として終息を見通せる状況ではないものの、重症者数などでみ
ればいったん落ち着きがみられ始めています。
　こうした中、経済活動の再開が進んでおり、当面は景気の押し上げが
期待され、それに伴い、供給制約が緩和され、その分インフレ圧力も低
下していくと期待されます。もっとも、そのペースは緩やかとみられ、
当面の間インフレ率は高めで推移する可能性は高いと思われます。また
ウクライナ情勢の展開次第ではエネルギー価格の上昇圧力が強くなるリ
スクもあり、世界経済の下振れリスクが高い状態はしばらく続くと思わ
れます。
　また令和４年３月、FRB（米連邦準備制度理事会）の利上げ開始に続き、
ECB（欧州中央銀行）においても、７月に１１年ぶりの利上げに踏み切ると
方針を表明しました。米欧の中央銀行が、高インフレへの対応として金
融緩和縮小を進めるスタンスを明確にしたことで、金融政策の方向性を
巡る不透明感が後退したことは市場にとってはポジティブであります。
　しかしながら、利上げが必要以上に景気を下押しすることへの懸念は
残っており、また、高インフレなどにより、景気の下振れリスクが高い
状態に変わりはなく、当面は不安定な投資環境が続くと予想されます。

《業　績》
　こうした経営環境の中、預金は期末残高で３８０億９４百万円、前期比２２億
円の増加、６.１２％の伸率となりました。日銀の金利政策継続の中、金利
の有利性から当組合への預入れが増加し、順調に推移致しました。一方、

事　業　方　針
当組合の顧客保護への取組み

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名） 榎 （令和４年６月１８日現在）

令和３年度　経営環境・事業概況
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猿反社会的勢力に対する基本方針
　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展
を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり基本方針
を定め、これを遵守します。
１．組織としての対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全
を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。
２．外部専門機関との連携
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴
力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係
を構築します。
３．取引を含めた関係の遮断
　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識するとともに、コンプラ
イアンスを徹底するため、組織全体として反社会的勢力との取引を含め
た関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。
４．有事における民事と刑事の法的対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両
面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。
５．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺ
いするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。

猿組合員各位の要望・意見を把握するための取組み
　当組合では、組合員の皆様のさまざまなご意見・ご要望を把握し、商品
開発・サービスの質向上に繋げていくための仕組み造りを進めています。
１．「お客様相談窓口」を設置しております。お客様からの苦情・ご相談窓
口としてご利用いただいております。
２．「金融円滑化相談窓口」を設置しております。お客様への継続支援を目
的とした相談窓口としてご利用いただいております。
３．「お客様ご利用アンケート」を毎年実施しております。「お客様の声」と
して全役職員に周知し、更なる改善を進めております。

１．対象役員
　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示
しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払
う「基本報酬」及び在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任
時に支払う「退職慰労金」で構成されています。

　⑴　報酬体系の概要
【基本報酬】
　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総会において、理
事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しており
ます。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位を勘案し、当
組合の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額
につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退
任時に総会で承認を得た後、支払っております。なお、当組合では、
全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として職務手当・
功労金・勤務手当等を「役員退職規程」で定めております。
⑵　令和３年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第１５条別紙
様式第４号「附属明細書」 における役員に対する報酬です。

注２．支払人数は、理事は１６名、監事は４名です。
注３．上記以外に支払った報酬等はありません。

　⑶　その他
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第６９条第１項第６
号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等
の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁
長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第
２３号）第３条第１項第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の
職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける
者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいい
ます。
　なお、令和３年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

注１．退任・退職者を含めて対象職員等の該当者を判定しております。
注２．「同等額」は、令和３年度に対象役員に支払った報酬等の平均額とし

ております。
注３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」

及び「退職金規程」に基づき支払っております。
　　　　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関で

あり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げること
や株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職
員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

猿決議事項
第１号議案　第５８期（令和３年度）事業報告書による事業報告、貸借対照表、

損益計算書及び剰余金処分（案）の承認の件
　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。
第２号議案　第５９期（令和４年度）事業計画及び収支計画承認の件
　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。
第３号議案　役員退職慰労金支払いの件
　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。
第４号議案　理事及び監事の任期満了に伴う選任の件
　　　　　　本件は原案どおり承認可決されました。
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報酬体系について

組合員の推移 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：人）

令和３年度末令和２年度末区　　　　　　分

１,２４７１,２４３個 人

３４０３３８法 人

１,５８７１,５８１合　 計

第５８期通常総会について

（単位：千円）

総会等で定められた報酬限度額当期中の報酬支払額区　　分
１７,０００１６,５１２理　 事
１,０００９１２監　 事
１８,０００１７,４２４合　 計
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金　　　　　額科　　　　　目
令和３年度令和２年度（資産の部）

４８,５４３６３,９７０現 金
１５,５７９,８４８１６,２２０,２０５預 け 金

−−買 入 手 形
−−コ ー ル ロ ー ン
−−買 現 先 勘 定
−−債券貸借取引支払保証金
−−買 入 金 銭 債 権
−−金 銭 の 信 託
−−商 品 有 価 証 券
－－商 品 国 債
－－商 品 地 方 債
－－商 品 政 府 保 証 債
－－そ の 他 の 商 品 有 価 証 券

２２,８７２,７０７２１,８４２,９９５有 価 証 券
２,５９９,７５０１,６７３,９４０国 債
３,１３１,４４１３,９１６,９６３地 方 債

－－短 期 社 債
１３,０２５,８７０１２,２５０,５２０社 債
１１,２５０１０,５３９株 式

４,１０４,３９６３,９９１,０３３そ の 他 の 証 券
７,６６１,８６１６,６４２,７９６貸 出 金

－－割 引 手 形
４５８,３２４１２４,９０２手 形 貸 付
７,２０３,５３７６,５１７,８９３証 書 貸 付

－－当 座 貸 越
−−外 国 為 替
－－外 国 他 店 預 け
－－外 国 他 店 貸
－－買 入 外 国 為 替
－－取 立 外 国 為 替

９０,９６７８８,２８８そ の 他 資 産
－－未 決 済 為 替 貸

３７,５００３７,５００全 信 組 連 出 資 金
６４９６前 払 費 用

４８,２５１４３,０９９未 収 収 益
－－先 物 取 引 差 入 証 拠 金
－－先 物 取 引 差 金 勘 定
－－保 管 有 価 証 券 等
－－金 融 派 生 商 品

５,１５２７,５９２そ の 他 の 資 産
６,６１５１０,５１２有 形 固 定 資 産
２２９２９６建 物
－－土 地
－－リ ー ス 資 産
－－建 設 仮 勘 定

６,３８５１０,２１５そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
３７８３７６無 形 固 定 資 産
３６８３６６ソ フ ト ウ ェ ア
－－の れ ん
－－リ ー ス 資 産
１０１０そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
−−繰 延 税 金 資 産
−−再評価に係る繰延税金資産

１５６,７９４１５８,７３６債 務 保 証 見 返
△２５,６９３△２５,５３９貸 倒 引 当 金

（△２３,６０９）（△２３,６４２）（うち個別貸倒引当金）

４６,３９２,０２３４５,００２,３４１資 産 の 部 合 計

 経 理 ・ 経 営 内 容 

貸借対照表 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）

金　　　　　額科　　　　　目
令和３年度令和２年度（負債の部）
３８,０９４,０５４３５,８９４,６４７預 金 積 金

－－当 座 預 金
１６,８２１,６９１１５,２６０,２９２普 通 預 金

－－貯 蓄 預 金
－－通 知 預 金

２０,０９６,８５５１９,４０３,１４０定 期 預 金
１,１５８,１４７１,２１４,５７３定 期 積 金
１７,３６０１６,６４１そ の 他 の 預 金

−−譲 渡 性 預 金
５,１００,０００５,７００,０００借 用 金
５,１００,０００５,７００,０００借 入 金

－－当 座 借 越
－－再 割 引 手 形
−−売 渡 手 形
−−コ ー ル マ ネ ー
−−売 現 先 勘 定
−−債券貸借取引受入担保金
−−コマーシャル・ペーパー
−−外 国 為 替
－－外 国 他 店 預 り
－－外 国 他 店 借
－－売 渡 外 国 為 替
－－未 払 外 国 為 替

６７,５７８６１,８０３そ の 他 負 債
－－未 決 済 為 替 借

２２,５７５２１,０２４未 払 費 用
１,４７６１,５４０給 付 補 塡 備 金
３３,０１１３０,１７５未 払 法 人 税 等
５,５１４４,０３１前 受 収 益
２,９００２,５２９払 戻 未 済 金
－－職 員 預 り 金
－－先 物 取 引 受 入 証 拠 金
－－先 物 取 引 差 金 勘 定
－－借 入 商 品 債 券
－－借 入 有 価 証 券
－－売 付 商 品 債 券
－－売 付 債 券
－－金 融 派 生 商 品
－－リ ー ス 債 務
－－資 産 除 去 債 務

２,１００２,５０１そ の 他 の 負 債
２,７５３２,４３２賞 与 引 当 金
−−役 員 賞 与 引 当 金

１９,０７８１７,６１３退 職 給 付 引 当 金
１２,５３３１０,６２４役 員 退 職 慰 労 引 当 金

−−特 別 法 上 の 引 当 金
－－金融商品取引責任準備金

５８,５０７１４３,５９４繰 延 税 金 負 債
−−再評価に係る繰延税金負債

１５６,７９４１５８,７３６債 務 保 証
４３,５１１,２９９４１,９８９,４５２負 債 の 部 合 計

（純資産の部）
９８,４８２１０１,０３５出 資 金
９８,４８２１０１,０３５普 通 出 資 金

－－優 先 出 資 金
−−優 先 出 資 申 込 証 拠 金
−−資 本 剰 余 金
－－資 本 準 備 金
－－そ の 他 資 本 剰 余 金

２,５９７,００７２,５０４,８６５利 益 剰 余 金
１１６,５９９１１６,５９９利 益 準 備 金
２,４８０,４０８２,３８８,２６６そ の 他 利 益 剰 余 金
２,３３４,０００２,２５０,０００特 別 積 立 金

－－（ う ち 目 的 積 立 金 ）
１４６,４０８１３８,２６６当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金）

−−自 己 優 先 出 資
−−自己優先出資申込証拠金

２,６９５,４８９２,６０５,９００組 合 員 勘 定 合 計
１８５,２３４４０６,９８８その他有価証券評価差額金

−−繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
−−土 地 再 評 価 差 額 金

１８５,２３４４０６,９８８評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
２,８８０,７２４３,０１２,８８８純 資 産 の 部 合 計
４６,３９２,０２３４５,００２,３４１負債及び純資産の部合計



６

（注）
１．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法
（定額法）、その他有価証券については原則として時価法（売却原価は主として移
動平均法により算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法に
よる原価法により行っております。

　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入により処理してお
ります。

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成２８年４月１日
以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物（建物附属設備）　　１３年
その他　　　　　　　　　４年〜３９年

４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５
年）に基づいて償却しております。

５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産
の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和２年
１０月８日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、
一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権について
は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち必要と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先
債権 に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除した残額を引当てております。

　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施しており、その査定
結果により上記の引当てを行っております。

６．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

７．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

　　当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型
企業年金基金）に加入しております。なお、当組合が加入していた全国信用組合
厚生年金基金は令和３年２月２３日付で代行返上・DB移行に係る厚生労働大臣の
認可を受け令和３年３月１日付で解散しました。また同日に全国信用組合企業年
金基金が設立され、当組合は全国信用組合企業年金基金に加入しました。

　　全国信用組合企業年金基金は令和３年３月１日に設立され、第１期の財政決算報
告書を作成していないため、当事業年度については記載を省略しております。

　　全国信用組合企業年金基金の制度に関する事項は次のとおりです。
　　⑴　制度全体の積立状況に関する事項（令和２年３月３１日現在）
 年金資産の額 ２３８,５７７百万円 

  年金財政計算上の数理債務の額   ２２９,５９０百万円 

 差　　引　　額 ８,９８７百万円 

⑵　制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　（令和２年４月分〜令和３年３月分）
　　　　　　　　　０.０５３％
⑶　補足説明
上記⑴の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１５,７６６百
万円及び別途積立金２４,７５３百万円であります。本制度における過去勤務債務
の償却方法は期間１２年の元利均等償却であり、当組合は、当期の計算書類上、
当該償却に充てられる特別掛金８２２千円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与
の額に乗じることで算定されるため、上記⑵の割合は当組合の実際の負担割
合とは一致しておりません。

８．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づ
く当事業年度末要支給額を引当てております。

９．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固
定資産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。

１０．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額
 ６６,４７０千円
１１．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務はありません。
１２．有形固定資産の減価償却累計額 ３２,８２５千円
１３．貸出金のうち、破綻先債権額は２３,３９８千円であります。また、延滞債権額は２１１千

円であります。
　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息
を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の
経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外
の貸出金であります。

１４．貸出金のうち、３か月以上延滞債権額はありません。
　　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から
３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので
あります。

１５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５,４９３千円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債
権に該当しないものであります。

１６．破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額は
２９,１０２千円であります。

　　なお、１３．から１６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
１７．会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で

あって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、
次のとおりです。

　　　貸倒引当金　　　２５,６９３千円
　　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として５．に記載しております。主要な

仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
　　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得
能力を個別に評価し、設定しております。

　　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場
合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能
性があります。

１８．企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月３１日）（以下、「収
益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処
理を税込方式から税抜方式へ変更しております。この変更による計算書類への影
響は軽微であります。

　　なお、収益認識会計基準第８９項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期
首より前までに税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価
から消費税等相当額を控除しておりません。

１９．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　　担保提供している資産
　　　　預 け 金　　２,６００,０００千円
　　　　有価証券　　３,７００,０００千円
　　　担保資産に対応する債務
　　　　借 用 金　　５,１００,０００千円
２０．出資１口当たりの純資産額は ２９,２５１円２７銭です。
２１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行って
おります。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総
合的管理（ALM）をしております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、預け金、有価証券及び事業地域内のお客様に
対する貸出金です。また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、
満期保有目的、その他有価証券及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の
変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒され
ております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理
当組合は、信用リスク管理規程及び信用リスクに関する諸規程に従い、貸
出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保
証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運
営しております。
これらの与信管理は、信用リスク管理担当理事を所管として行われ、定期
的に理事会を開催し、審議・報告を行っております。

②　市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理

当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。そして、
日常的にはVAR、金利感応度分析によりモニタリングを実施し、理事会
に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、保有有価証券における為替の変動リスクに関して、個別の案
件ごとに管理しております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会が定めた有価証
券運用計画に基づき理事会の監督の下、資金運用規程・有価証券運用基
準に従い行われています。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主
たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」、「貸出金」、「預金積金」であり
ます。当組合では、これらの金融資産および金融負債について、「『協同
組合による金融事業に関する法律施行規則第六十九条第一項第五号二
等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に
定める事項（平成十九年金融庁告示第十七号）』において通貨ごとに規定
された金利ショック」を用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利
の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。当該
変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を（固定金利
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群と変動金利群に分けて、）それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残
高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、「当事業
年度末において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円
金利の場合１.００％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合の時
価」は、１,４６７百万円増加するものと把握しております。当該変動額は、
金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の
リスク変数との相関を考慮しておりません。また、金利の合理的な予想
変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可
能性があります。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多
様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動
性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異
なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる
金額を含めて開示しております。

２２．金融商品の時価等に関する事項
令和４年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。
（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市場価格のない株
式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
〈金融資産〉
⑴　預け金
　　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引
くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

⑵　有価証券
　　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。

⑶　貸出金
　　貸出金は、以下の①と②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個
別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算
出した時価に代わる金額として記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フロー
の見積りが困難な債権については、それぞれの貸借対照表の貸出金勘定に計
上している額（貸倒引当金控除前の額）

②　①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計
額を市場金利で割り引いた価額

〈金融負債〉
⑴　預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみ
なしております。定期性預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来
キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の市場金利で割り引いた
価額を時価とみなしております。

⑵　借用金
借用金については、帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格にない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであ
り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

２３．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　　これらには、「国債」、「地方債」、「短期社債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」
が含まれております。以下２６．まで同様であります。
⑴　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵　満期保有目的の債券
　　（時価が貸借対照表計上額を超えるもの）

　　（時価が貸借対照表計上額を超えないもの）

　　⑶　その他有価証券
　　　　（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

　　　　（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

２４．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
２５．当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。
２６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還

予定額は次のとおりであります。

２７．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとお
りであります。

（単位：千円）
貸借対照表計上額区　　分

２,０７０非上場株式（＊１）
３７,５００組合出資金（＊２）
３９,５７０合　　計

（＊１）非上場株式については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（令和元年７月４日）第５項に基づき、
時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）組合出資金（全信組連出資金等）については、企業会計基準適用指針
第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和元年７月４
日）第２７項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（単位：千円）
差　　額時　　価貸借対照表計上額

１５,２７４１５,５９５,１２２１５,５７９,８４８⑴預け金（＊１）
△ ９０,９１９２２,７７９,７１７２２,８７０,６３７⑵有価証券
△ ９０,９１９２,２０９,０８０２,３００,０００　満期保有目的の債券

－２０,５７０,６３７２０,５７０,６３７　その他有価証券
７,６６１,８６１⑶貸出金（＊１）
△ ２５,６９３　貸倒引当金（＊２）

１３０,３６５７,７６６,５３３７,６３６,１６８
５４,７１９４６,１４１,３７２４６,０８６,６５３金融資産計
４４,４６１３８,１３８,５１５３８,０９４,０５４⑴預金積金（＊１）

－５,１００,０００５,１００,０００⑵借用金（＊１）
４４,４６１４３,２３８,５１５４３,１９４,０５４金融負債計

（＊１）預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価
に代わる金額」が含まれております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

差　　額時　　価貸借対照表
計上額

千円－千円－千円－国　　債
－－－地 方 債
－－－短期社債
－－－社　　債

７,１１０６０７,１１０６００,０００そ の 他
７,１１０６０７,１１０６００,０００小　　計

差　　額時　　価貸借対照表
計上額

千円－千円－千円－国　　債
－－－地 方 債
－－－短期社債
－－－社　　債

△ ９８,０２９１,６０１,９７０１,７００,０００そ の 他
△ ９８,０２９１,６０１,９７０１,７００,０００小　　計
△ ９０,９１９２,２０９,０８０２,３００,０００合　　計

差　　額取得原価貸借対照表
計上額

千円－千円－千円－株　　式
４９７,００１１１,５９０,９８０１２,０８７,９８１債　　券
５９,１７９８０３,６５０８６２,８３０　国　　債
１５６,５７８２,８７９,０８３３,０３５,６６１　地 方 債

－－－　短期社債
２８１,２４３７,９０８,２４６８,１８９,４９０　社　　債
２５,３７１２３３,０４３２５８,４１５そ の 他
５２２,３７２１１,８２４,０２３１２,３４６,３９６小　　計

差　　額取得原価貸借対照表
計上額

千円△ １,４７０千円１０,６５０千円９,１８０株　　式
△ １０９,６０７６,７７８,６８７６,６６９,０８０債　　券
△ ３９,８３８１,７７６,７５８１,７３６,９２０　国　　債
△ ４,２２０１００,０００９５,７８０　地 方 債

－－－　短期社債
△ ６５,５４９４,９０１,９２９４,８３６,３８０　社　　債
△ １５５,４８１１,７０１,４６２１,５４５,９８１そ の 他
△ ２６６,５５９８,４９０,８００８,２２４,２４１小　　計
２５５,８１３２０,３１４,８２４２０,５７０,６３７合　　計

１０年超５年超１０年以内１年超５年以内１年以内
千円６,５００,０００千円５,６３５,０００千円４,９００,０００千円１,３４４,６００債　　券

２,２００,０００－－４００,０００　国　　債
９００,０００７３５,０００１,２００,０００１４４,６００　地 方 債

－－－－　短期社債
３,４００,０００４,９００,０００３,７００,０００８００,０００　社　　債
７２５,０００１,８００,０００４００,０００－そ の 他
７,２２５,０００７,４３５,０００５,３００,０００１,３４４,６００合　　計

繰延税金資産
千円５,２６３退 職 給 付 引 当 金

３,４５８役員退職慰労引当金
７５９賞 与 引 当 金
４２６貯 蔵 品
２,２８０未 払 事 業 税
３,２２７貸 倒 引 当 金
１１３そ の 他

１５,５２９繰延税金資産　小　　計
３,４５８評価性引当額
１２,０７１繰延税金資産　合　　計

繰延税金負債
７０,５７８有　価　証　券
７０,５７８繰延税金負債　合　　計

千円５８,５０７繰延税金負債の純額



８

令和３年度令和２年度科　　　　　目
−−特 別 利 益
－－固 定 資 産 処 分 益
－－負 の の れ ん 発 生 益
－－貸 倒 引 当 金 戻 入 益
－－償 却 債 権 取 立 益
－－金融商品取引責任準備金取崩額
－－そ の 他 の 特 別 利 益
０１４特 別 損 失
０１４固 定 資 産 処 分 損
－－減 損 損 失
－－金融商品取引責任準備金繰入額
－－そ の 他 の 特 別 損 失

１３１,５２０１１８,２６６税 引 前 当 期 純 利 益
３５,８７５３３,８８５法人税、住民税及び事業税
▲ ５９３▲ １,０４２法 人 税 等 調 整 額
３５,２８２３２,８４２法 人 税 等 合 計
９６,２３８８５,４２４当 期 純 利 益
５０,１７０５２,８４２繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）

−−積 立 金 取 崩 額
１４６,４０８１３８,２６６当 期 未 処 分 剰 余 金

（注）１．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
　　２．出資１口当たりの当期純利益　９５０円　９０銭

令和３年度令和２年度科　　　　　目
３００,９７３２８６,７１２経 常 収 益
２９５,２９９２８２,７１３資 金 運 用 収 益
６９,７３６６０,７１４貸 出 金 利 息
１９,５４９１７,１２８預 け 金 利 息

－－買 入 手 形 利 息
－－コ ー ル ロ ー ン 利 息
－－買 現 先 利 息
－－債券貸借取引受入利息

２００,５０１２０３,３７０有 価 証 券 利 息 配 当 金
－－金利スワップ受入利息

５,５１２１,５００そ の 他 の 受 入 利 息
１,７９８２,１１８役 務 取 引 等 収 益
１,１２０１,４７１受 入 為 替 手 数 料
６７７６４６そ の 他 の 役 務 収 益
３,８７２１,６５３そ の 他 業 務 収 益
－－外 国 為 替 売 買 益
－－商 品 有 価 証 券 売 買 益
－－国 債 等 債 券 売 却 益
３４１５国 債 等 債 券 償 還 益
－－金 融 派 生 商 品 収 益

３,８３７１,６３８そ の 他 の 業 務 収 益
３２２８そ の 他 経 常 収 益
－－貸 倒 引 当 金 戻 入 益
－－株 式 等 売 却 益
－－金 銭 の 信 託 運 用 益
３２２８そ の 他 の 経 常 収 益

１６９,４５２１６８,４３１経 常 費 用
２６,１８５２６,７６６資 金 調 達 費 用
２７,９５２２７,１５４預 金 利 息
１,５４４１,６８３給 付 補 塡 備 金 繰 入 額
－－譲 渡 性 預 金 利 息

△ ３,３１０△ ２,０７２借 用 金 利 息
－－売 渡 手 形 利 息
－－コ ー ル マ ネ ー 利 息
－－売 現 先 利 息
－－債券貸借取引支払利息
－－コマーシャル・ペーパー利息
－－金利スワップ支払利息
－－そ の 他 の 支 払 利 息

５,７０３５,６４９役 務 取 引 等 費 用
１,２６０２,０２１支 払 為 替 手 数 料
４,４４２３,６２８そ の 他 の 役 務 費 用
２４９１５４そ の 他 業 務 費 用
－－外 国 為 替 売 買 損
－－商 品 有 価 証 券 売 買 損
－－国 債 等 債 券 売 却 損
２４９１５３国 債 等 債 券 償 還 損
－－国 債 等 債 券 償 却
－－金 融 派 生 商 品 費 用
－０そ の 他 の 業 務 費 用

１３７,１６０１３５,６８８経 費
８０,０６４７８,５２８人 件 費
５３,５４５５６,８２８物 件 費
３,５５０３３２税 金
１５３１７１そ の 他 経 常 費 用
１５３１７１貸 倒 引 当 金 繰 入 額
－－貸 出 金 償 却
－－株 式 等 売 却 損
－－株 式 等 償 却
－－金 銭 の 信 託 運 用 損
－－そ の 他 資 産 償 却
－－そ の 他 の 経 常 費 用

１３１,５２０１１８,２８１経 常 利 益

損益計算書 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）
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令和３年度令和２年度科　　　　　目
１４６,４０８１３８,２６６当 期 未 処 分 剰 余 金

−−積 立 金 取 崩 額
９５,９７８８８,０９５剰 余 金 処 分 額

－－利 益 準 備 金
３,９７８４,０９５普通出資に対する配当金

（年　４％の割合）（年　４％の割合）
－－優先出資に対する配当金

（－円につき －円の割合）（－円につき －円の割合）
－－事業の利用分量に対する配当金

（－円につき －円の割合）（－円につき －円の割合）
９２,０００８４,０００特 別 積 立 金

－－（うち目的積立金）
５０,４３０５０,１７０繰越金（当期末残高）

剰余金処分計算書 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）

令和３年度令和２年度科　　　　　目
２９５,２９９２８２,７１３資 金 運 用 収 益
２６,１８５２６,７６６資 金 調 達 費 用
２６９,１１３２５５,９４６資 金 運 用 収 支
１,７９８２,１１８役 務 取 引 等 収 益
５,７０３５,６４９役 務 取 引 等 費 用

▲ ３,９０４▲ ３,５３１役 務 取 引 等 収 支
３,８７２１,６５３そ の 他 業 務 収 益
２４９１５４そ の 他 業 務 費 用
３,６２３１,４９８そ の 他 業 務 収 支
２６８,８３２２５３,９１３業 務 粗 利 益
０.５９％０.６１％業 務 粗 利 益 率
１３３,５８０１２０,０５４業 務 純 益
１３３,７３３１２０,２２６実 質 業 務 純 益
１３３,９４８１２０,３６４コ ア 業 務 純 益
１３３,９４８１２０,３６４コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）

（注）１．資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用を控除して表示することに
なっていますが、 令和２年度、令和３年度とも金銭の信託の取扱いは
なく、同費用は発生しておりません。

　　２．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００
　　３．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
　　４．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　５．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

業務粗利益及び業務純益等 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）
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利回り ％利息 千円平均残高 百万円年度科　　　目
０.６７２８２,７１３４１,５９１２年度

資 金 運 用 勘 定
０.６５２９５,２９９４４,９７１３年度

０.９８６０,７１４６,１８７２年度
う ち 貸 出 金

０.９８６９,７３６７,１００３年度

０.１１１７,１２８１４,５０４２年度
う ち 預 け 金

０.１２１９,５４９１５,９１８３年度

０.９７２０３,３７０２０,８６２２年度
うち有価証券

０.９１２００,５０１２１,９１４３年度

０.０６２６,７６６３９,０６０２年度
資 金 調 達 勘 定

０.０６２６,１８５４２,３５３３年度

０.０８２８,８３８３４,４７９２年度
うち預金積金

０.０７２９,４９６３６,８８６３年度

－－－２年度
うち譲渡性預金

－－－３年度

△ ０.０４△ ２,０７２４,５８０２年度
う ち 借 用 金

△ ０.０６△ ３,３１０５,４６６３年度

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和２年度０百万円、令和３年度
０百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（令和２年
度－百万円、令和３年度－百万円）および利息（令和２年度－千円、令和３
年度－千円）を、それぞれ控除して表示しております。

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

総資金利鞘等 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：％）

令和３年度令和２年度区　　　　　分
０.６５０.６７資 金 運 用 利 回（ a ）
０.３８０.４１資 金 調 達 原 価 率（ b）
０.２７０.２６総 資 金 利 鞘（ a－ b）

（注）資金運用利回り＝資金運用収益／資金運用勘定計平均残高×１００
　　資金調達原価率＝（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費）／資
金調達勘定計平均残高×１００

経費の内訳 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）

令和３年度令和２年度項　　　　　目
８０,０６４７８,５２８人 件 費
６４,６０６６５,２７７報 酬 給 料 手 当
４,９３９４,４１７退 職 給 付 費 用
１０,５１９８,８３３そ の 他
５３,５４５５６,８２８物 件 費
２０,３７３２３,２３３事 務 費
１３,６０６１３,３４１固 定 資 産 費
３,９９０４,９９７事 業 費
８４９４７３人 事 厚 生 費
４,２８２４,１５０有 形 固 定 資 産 償 却
１５７１２５無 形 固 定 資 産 償 却

１０,２８５１０,５０６そ の 他
３,５５０３３２税 金

１３７,１６０１３５,６８８経 費 合 計

役務取引の状況 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）

令和３年度令和２年度科　　　　　目
１,７９８２,１１８役 務 取 引 等 収 益
１,１２０１,４７１受 入 為 替 手 数 料
６７７６４６その他の受入手数料
－－その他の役務取引等収益

５,７０３５,６４９役 務 取 引 等 費 用
１,２６０２,０２１支 払 為 替 手 数 料
３５８４２５その他の支払手数料
４,０８４３,２０３その他の役務取引等費用

受取利息および支払利息の増減 榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）

令和３年度令和２年度項　　　　　目
１２,５８６１０,３２５受 取 利 息 の 増 減
▲ ５８０▲ ２,６５６支 払 利 息 の 増 減

業務純益 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）

令和３年度令和２年度項　　　　　目
１３３,５８０１２０,０５４業 務 純 益

総資産利益率 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：％）

令和３年度令和２年度区　　　　　分
０.２９０.２８総 資 産 経 常 利 益 率
０.２１０.２０総 資 産 当 期 純 利 益 率

（注）総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を
除く）平均残高×１００
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先物取引の時価情報

　当組合には該当ございません

　当組合には該当ございません

オフバランス取引の状況

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

　当組合には該当ございません

有価証券の時価等情報

売買目的有価証券

　当組合には該当ございません



令和３年度令和２年度項　　　　　目

（ １ ）コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目
２,６９１２,６０１普 通 出 資 又 は 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 に 係 る 組 合 員 勘 定 又 は 会 員 勘 定 の 額
９８１０１う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額

２,５９７２,５０４う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額
３４（ △ ）う ち 、 外 部 流 出 予 定 額
－－う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額
２１コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額
２１う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額
－－う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額
－－適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

－－公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額

－－土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の４５％ に 相 当 す る 額 の う ち 、
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額

２,６９３２,６０３（ イ ）コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額
（ ２ ）コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目

００無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
－－う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額
００うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
－－繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額
－－適 格 引 当 金 不 足 額
－－証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額
－－負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
－－前 払 年 金 費 用 の 額
－－自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く 。）の 額
－－意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額
－－少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額
－－信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額
－－特 定 項 目 に 係 る １０　 ％ 基 準 超 過 額
－－うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
－－うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
－－うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
－－特 定 項 目 に 係 る １５　 ％ 基 準 超 過 額
－－うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
－－うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
－－うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
００（ ロ ）コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額

自 己 資 本
２,６９３２,６０３自 己 資 本 の 額 （ （ イ ） － （ ロ ） ） （ ハ ）

（ ３ ）リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等
１３,６４８１１,３３６信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額

－－う ち 、 経 過 措 置 に よ り リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 に 算 入 さ れ る 額 の 合 計 額
－－う ち 、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー
－－う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額
４８７４６９オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を８％ で 除 し て 得 た 額
－－信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額
－－オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額

１４,１３６１１,８０５（ ニ ）リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額
自 己 資 本 比 率

１９.０５％２２.０５％自 己 資 本 比 率 （ （ ハ ） ／ （ ニ ） ）

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び
信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算
式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。

１０

自己資本の構成に関する事項 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）
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１１

令和３年度令和２年度令和元年度平成３０年度平成２９年度区　　　　　分
３００,９７３２８６,７１２２９５,７８１２７７,２４０２８０,０９４経 常 収 益
１３１,５２０１１８,２８１８６,０６１９８,８２７１０２,５９９経 常 利 益
９６,２３８８５,４２４６８,２８１７０,６６７７２,９５７当 期 純 利 益

３８,０９４,０５４３５,８９４,６４７３３,９１３,２３９３２,６７７,７８０３１,１５０,２４６預 金 積 金 残 高
７,６６１,８６１６,６４２,７９６５,６３６,８８１５,３７９,６７９５,１１０,８７６貸 出 金 残 高
２２,８７２,７０７２１,８４２,９９５２０,８８１,４７５１９,７７６,１２９１８,６５４,８７０有 価 証 券 残 高
４６,３９２,０２３４５,００２,３４１３９,８３１,１７６３８,６９２,６０４３５,９８５,１０２総 資 産 額
２,８８０,７２４３,０１２,８８８３,０４０,４６７３,０５３,３９０２,９５６,４０１純 資 産 額
１９.０５％２２.０５％２３.５３％２６.０２％２６.０２％自 己 資 本 比 率（ 単 体 ）
９８,４８２１０１,０３５１０３,３４８１０５,３３０１０９,２７０出 資 総 額
９８,４８２口１０１,０３５口１０３,３４８口１０５,３３０口１０９,２７０口出 資 総 口 数
３,９７８４,０９５４,１４１４,３０４４,３８３出 資 に 対 す る 配 当 金
１０人９人１０人９人９人職 員 数

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。
　　２．「自己資本比率（単体）」は、平成１８年金融庁告示第２２号により算出しております。

主要な経営指標の推移 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：千円）

市場価格のない株式等及び組合出資金 榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）

令和３年度令和２年度
項　　目 貸借対照表

計上額
貸借対照表
計上額

－－子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式
－－関 連 法 人 等 株 式
２２非 上 場 株 式
３７３７全 信 組 連 出 資 金

３９３９合　　　　　　　　　　　計

金銭の信託

運用目的の金銭の信託

　当組合には該当ございません

満期保有目的の金銭の信託

　当組合には該当ございません

その他の金銭の信託

　当組合には該当ございません

令和３年度令和２年度
種　　類

差　　額時　　価貸借対照表
計上額差　　額時　　価貸借対照表

計上額
－－－－－－国 債

時価が貸借対照表計上額を
超 え る も の

－－－－－－地 方 債
－－－－－－短 期 社 債
－－－－－－社 債
７６０７６００９６０９６００そ の 他
７６０７６００９６０９６００小 計
－－－－－－国 債

時価が貸借対照表計上額を
超 え な い も の

－－－－－－地 方 債
－－－－－－短 期 社 債
－－－－－－社 債

△ ９８１,６０１１,７００△ ３８１,４６１１,５００そ の 他
△ ９８１,６０１１,７００△ ３８１,４６１１,５００小 計

△ ９０２,２０９２,３００△ ２９２,０７０２,１００合　　　　　　　　　　　計

（注）上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

満期保有目的の債券 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）

　当組合は、これまで内部留保による資本の積み上げ等を行うことにより
自己資本を充実させ、経営の健全性、安全性を充分保っていると評価して
おります。なお、将来の自己資金の充実策については、年度ごとに掲げる
収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の
積み上げを第一義的な施策として考えております。

２．自己資本の充実度に関する評価方法について

　当組合の自己資本につきましては、業域組合としてその構成員でありま
す医師（開業医、医療法人、社会福祉法人、勤務医）の皆様による普通出資
金にて調達しております。

１．自己資本調達手段について 榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （令和３年度末現在）



１２

令和３年度令和２年度
種　　類

差　　額取得原価貸借対照表
計上額差　　額取得原価貸借対照表

計上額
－－－－－－株 式

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えるもの

４９７１１,５９０１２,０８７６４０１３,９３０１４,５７０債 券
５９８０３８６２７４１,２０３１,２７８国 債
１５６２,８７９３,０３５２００３,７１６３,９１６地 方 債
－－－－－－短 期 社 債
２８１７,９０８８,１８９３６４９,０１０９,３７５社 債
２５２３３２５８３１５３５５６６そ の 他
５２２１１,８２４１２,３４６６７２１４,４６５１５,１３７小 計
△ １１０９△ ２１０８株 式

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

△ １０９６,７７８６,６６９△ ３２３,３０２３,２７０債 券
△ ３９１,７７６１,７３６△ ４４００３９５国 債
△ ４１００９５－－－地 方 債
－－－－－－短 期 社 債

△ ６５４,９０１４,８３６△ ２７２,９０２２,８７５社 債
△ １５５１,７０１１,５４５△ ７５１,４００１,３２４そ の 他
△ ２６６８,４９０８,２２４△ １１０４,７１３４,６０３小 計

２５５２０,３１４２０,５７０５６２１９,１７８１９,７４０合　　　　　　　　　　　計

（注）１．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　２．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

その他有価証券 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）

 資　金　調　達 

預金種目別平均残高 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円、％）

令和３年度令和２年度
種　　　　　目

構成比金　額構成比金　額
４３.０１５,８６４４１.１１４,１５８流 動 性 預 金
５７.０２１,０１２５８.９２０,３０９定 期 性 預 金
－－－－譲 渡 性 預 金
０.０１００.０１１そ の 他 の 預 金

１００.０３６,８８６１００.０３４,４７９合 計

財形貯蓄残高 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）

令和３年度末令和２年度末項　　　　　目
－－財 形 貯 蓄 残 高

預金者別預金残高 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円、％）

令和３年度末令和２年度末
区　　　　　分

構成比金　額構成比金　額
６２.１２３,６６２６３.６２２,８１２個 人
３７.９１４,４３１３６.４１３,０８１法 人
３７.９１４,４３１３６.４１３,０８１一 般 法 人
－－－－金 融 機 関
－－－－公 金

１００.０３８,０９４１００.０３５,８９４合 計

定期預金種類別残高 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）

令和３年度末令和２年度末区　　　　　分
２０,０９６１９,４０３固 定 金 利 定 期 預 金

－－変 動 金 利 定 期 預 金
－－そ の 他 の 定 期 預 金

２０,０９６１９,４０３合 計

１店舗当りの預金および貸出金残高 榎榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）

令和３年度末令和２年度末区　　　　　分
３８,０９４３５,８９４１店 舗 当 り の 預 金 残 高
７,６６１６,６４２１店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

職員１人当りの預金および貸出金残高 榎榎榎榎榎榎 （単位：百万円）

令和３年度末令和２年度末区　　　　　分
３,８０９３,９８８職 員１人 当 り の 預 金 残 高
７６６７３８職員１人当りの貸出金残高

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

預貸率の期末値及び期中平均値 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：％）

令和３年度令和２年度区　　　　　分
２０.１１１８.５０（ 期　 　 末 ）

預 貸 率
１９.２４１７.９４（ 期 中 平 均 ）

（注）預貸率＝貸出金／（預金積金＋譲渡性預金）×１００

預証率の期末値及び期中平均値 榎榎榎榎榎榎榎榎榎榎 （単位：％）

令和３年度令和２年度区　　　　　分
６０.０４６０.８５（ 期　 　 末 ）

預 証 率
５９.４１６０.５０（ 期 中 平 均 ）

（注）預証率＝有価証券／（預金積金＋譲渡性預金）×１００
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 資　金　運　用 

貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

令和３年度末令和２年度末
業　種　別

構成比金　額構成比金　額
－－－－製 造 業
－－－－農 業 、 林 業
－－－－漁 業
－－－－鉱業、採石業、砂利採取業
－－－－建 設 業
－－－－電気、ガス、熱供給、水道業
－－－－情 報 通 信 業
－－－－運 輸 業 、 郵 便 業
－－－－卸 売 業 、 小 売 業
－－－－金 融 業 、 保 険 業
－－－－不 動 産 業
－－－－物 品 賃 貸 業
－－－－学術研究、専門・技術サービス業
－－－－宿 泊 業
－－－－飲 食 業
－－－－生活関連サービス業、娯楽業
－－－－教 育 、 学 習 支 援 業

６８.１５,２１５７３.０４,８５０医 療 、 福 祉
－－－－そ の 他 の サ ー ビ ス
２.３１７８２.８１８８そ の 他 の 産 業
７０.４５,３９３７５.９５,０３８小 計
－－－－国・地方公共団体等

２９.６２,２６８２４.１１,６０４個人（住宅・消費・納税資金等）

１００.０７,６６１１００.０６,６４２合　　　　　計

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

有価証券種類別平均残高 （単位：百万円、％）

令和３年度令和２年度
区　　　　　分

構成比金　額構成比金　額
７.９１,７４１６.６１,３７０国 債
１６.０３,４９９１８.０３,７４９地 方 債
－－－－短 期 社 債

５７.２１２,５２４５７.０１１,９００社 債
０.１１２０.１１２株 式
１２.９２,８３７１２.１２,５３０外 国 証 券
５.９１,２９９６.２１,２９９そ の 他 の 証 券

１００.０２１,９１４１００.０２０,８６２合　　　　　計

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

有価証券種類別残存期間別残高 （単位：百万円）

期間の定め
のないもの１０年超５年超

１０年以内
１年超
５年以内１年以内区　　　　　分

－１,１６６－４０６１００令和２年度末
国 債

－２,１９７－－４０２令和３年度末
－１,０２５６９３１,３９１８０５令和２年度末

地 方 債
－９８７７８３１,２１５１４４令和３年度末
－－－－－令和２年度末

短期社債
－－－－－令和３年度末
－２,８２５５,３２６３,６９７４０１令和２年度末

社 債
－３,４７１４,９６０３,７８８８０５令和３年度末
１０－－－－令和２年度末

株 式
１１－－－－令和３年度末
－９５６１,６０３２００－令和２年度末

外国証券
－７４８１,８０５３９７－令和３年度末
－－２７９９５０－令和２年度末その他の

証 券 －－－１,１５３－令和３年度末

１０５,９７３７,９０４６,６４６１,３０７令和２年度末
合 計

１１７,４０４７,５４９６,５５４１,３５２令和３年度末

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：百万円、％）

債務保証見返額構成比金　額区　　　　　分
－２.７１７９令和２年度末

当 組 合 預 金 積 金
－２.５１９３令和３年度末
－－－令和２年度末

有 価 証 券
－－－令和３年度末
－－－令和２年度末

動 産
－－－令和３年度末
１５８５１.６３,４２７令和２年度末

不 動 産
１５６５６.２４,３０２令和３年度末
－－－令和２年度末

そ の 他
－－－令和３年度末
１５８５４.３３,６０７令和２年度末

小 計
１５６５８.７４,４９６令和３年度末
－１３.３８８３令和２年度末信 用 保 証 協 会 ・

信 用 保 険 －１１.５８８１令和３年度末
－１４.４９５４令和２年度末

保 証
－１４.０１,０７０令和３年度末
－１８.０１,１９７令和２年度末

信 用
－１５.８１,２１４令和３年度末

１５８１００.０６,６４２令和２年度末
合　　　　　計

１５６１００.０７,６６１令和３年度末

貸出金種類別平均残高 （単位：百万円、％）

令和３年度令和２年度
科　　　　　目

構成比金　額構成比金　額
４.８３４０２.２１３６手 形 貸 付
９５.２６,７５９９７.８６,０５１証 書 貸 付

１００.０７,１００１００.０６,１８７合　　　　　計

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

令和３年度末令和２年度末区　　　　　分
１,８７９１,６４８固 定 金 利 貸 出
５,７８２４,９９４変 動 金 利 貸 出

７,６６１６,６４２合　　　　　計

消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円、％）

令和３年度末令和２年度末
区　　　　　分

構成比金　額構成比金　額
４８.９９１６５９.７８６７消 費 者 ロ ー ン
５１.１９５８４０.３５８５住 宅 ロ ー ン

１００.０１,８７４１００.０１,４５２合　　　　　計
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貸出金使途別残高 （単位：百万円、％）

令和３年度末令和２年度末
区　　　　　分

構成比金　額構成比金　額
３２.０２,４５４３７.５２,４９１運 転 資 金
６８.０５,２０７６２.５４,１５１設 備 資 金

１００.０７,６６１１００.０６,６４２合　　　　　計

貸出金償却額 （単位：百万円）

令和３年度令和２年度項　　　　　目
－－貸 出 金 償 却 額

貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

令和３年度令和２年度
項　　　　　目

増減額期末残高増減額期末残高
０２０１一 般 貸 倒 引 当 金

▲ ０２３▲ ０２３個 別 貸 倒 引 当 金

０２５０２５貸 倒 引 当 金 合 計

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘
定」に係る引当は行っておりません。

 経　営　内　容 

引当率
（C）/（A-B）

保全率
（B+C）/（A）

貸倒引当金
（C）

担保・保証額
（B）

残高
（A）区　　　　　分

１００.００１００.００２３－２３令和２年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権

１００.００１００.００２３－２３令和３年度
－－－－－令和２年度

危 険 債 権
－－－－－令和３年度

９.５７９.５７０－５令和２年度
要 管 理 債 権

９.５７９.５７０－５令和３年度
－－－－－令和２年度

３ か 月 以 上 延 滞 債 権
－－－－－令和３年度
０９.５７０－５令和２年度

貸 出 条 件 緩 和 債 権
０９.５７０－５令和３年度

８２.５２８２.５２２４－２９令和２年度
小 計

８２.９３８２.９３２４－２９令和３年度
６,７７３令和２年度

正 常 債 権
７,７９０令和３年度

６,８０２令和２年度
合　　　　計

７,８１９令和３年度

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す
る債権及びこれらに準ずる債権です。

　　２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。

　　３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
　　４．「３か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（１及び２に掲げるものを除く。）です。
　　５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有

利となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。
　　６．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。
　　７．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　　８．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
　　９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の

支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、
外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場
合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

　　１０．金額は決算後（償却後）の計数です。

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円、％）
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　貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却引当基準」に基づき、自己査定

における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を基に算定しております。

　リスク・ウェイトとは、自己資本比率を算出する際の分母に相当する額

（リスク・アセット額）を求めるために使用する資産や債務者の種類毎の掛

目のことです。

　自己資本比率の算出方法には、あらかじめ定められたリスク・ウェイト

を使用する標準的手法と金融機関の内部格付に基づきリスク・ウェイトを

決定する内部格付手法があります。標準的手法を採用する金融機関につい

ては、リスク・ウェイトの判定に適格格付機関の信用評価（外部格付）の区

分毎に定められたリスク・ウェイトを使用することになります。当組合は、

標準的手法を採用しており、保有する資産の一部（有価証券等）について、

以下の４機関をリスク・ウェイトの判定に使用しています。

◇株式会社　格付投資情報センター　（R＆Ⅰ）

◇株式会社　日本格付研究所　（JCR）

◇ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク　（Moody’s）

◇スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービス　（S＆P）

　エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使分けは行っておりません。

　信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減化するため

の措置をいい、具体的には預金担保、有価証券担保、保証などが該当します。

　当組合では融資案件の取上げに際し、資金使途、返済財源、財務内容、開

業計画、立地環境、経営者としての資質、人格など、さまざまな角度から判

断を行っており、担保や保証による保全措置のみを与信の根拠とするのでは

なく、あくまでも補完的な位置づけとして認識しております。与信審査の結果、

担保、保証が必要な場合には、お客さまへの充分な説明とご理解をいただい

たうえでご契約をいただくなど適切な取扱いに努めております。

　自己資本比率規制における信用リスク削減手法として、当組合が扱う主要

な担保には、自組合預金積金や有価証券（国債、上場株式等）、保証には、信

用保証協会や民間保証等がありますが、その手続については当組合が定める

規定等により、適切な事務取扱ならびに適正な評価・管理を行っております。

　また、お客さまが期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範

囲において預金相殺等をする場合がありますが、当組合が定める規定や各

種約定書等に基づき適切な取扱いに努めております。

　当組合は、派生商品取引、長期決済期間取引を行っておりません。

　当組合は、証券化取引を行っておりません。

エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

貸倒引当金の計算基準

リスク管理態勢　－定性的事項－

信用リスクに関する事項

信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により、当組合の資産の価値が減少ないし消失し、当組合が損失を被るリ
スクのことをいいます。
当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであるとの認識のうえ、安全性、収益性、成長性、流動
性、公共性の５原則に従い厳正な与信判断を行っています。

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

与信業務の基本的な理念や手続等を明示した「信用リスク管理方針」、「信用リスク管理規程」を制定し、役職員に理解と
遵守を促すとともに、信用リスク管理を徹底しています。管 理 体 制

当組合は医業域の信用組合であるという業態の特殊性から一業態への与信の集中、大口与信の多くが設備資金であり大
口与信先２０先の与信比率が比較的高く推移している状況にありますが、信用リスクの評価につきましては、当組合では
厳格な自己査定を実施しております。そして、信用リスク管理の状況については必要に応じて理事会、常務会といった
経営陣に報告する態勢を整備しております。
今後、信用リスク軽量化に向け、統合リスク管理態勢を視野に入れ準備を進めてまいります。

評 価 ・ 計 測

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

証券化エクスポージャーに関する事項

　自己資本比率規制対応として、オペレーショナル・リスク相当額の算出は基礎的手法を採用しております。

オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

オペレーショナル・リスクに関する事項

当組合では、「リスク管理規程」において、オペレーショナル・リスクを「事務事故、システム障害、不正行為等で損害が
生じるリスク」と定義しており、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであります。

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

「事務事故、システム障害、不正行為等で損害が生じるリスク」それぞれのリスクについて管理体制や管理方法に関する
リスク管理の基本方針を定め、確実にリスクを認識し回避に努めております。管 理 体 制

リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用することとし、また、多様化かつ複雑化するリスクに対して管
理態勢の強化に努めております。
これらのリスクに関しては、必要に応じて経営陣による理事会等において報告、協議態勢を整備しております。

評 価 ・ 計 測
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　当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等より構成されております。

　なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

自己資本調達手段の概要

石川県医師信用組合発 行 主 体

普通出資資 本 調 達 手 段 の 種 類

９８百万円コア資本に係る基礎項目の額に算入された額

－償 還 期 限

－
一定の事由が生じた場合に償還等を
可能とする特約がある場合は、その概要

出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項

上場株式、非上場株式、出資証券、株式関連投資信託にかかるリスク認識については、時価評価によるリスク計測によっ
て把握するとともに、当組合が定める「資金運用規程」、「有価証券運用基準」に基づいた適正な運用・管理を行っており
ます。

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

証券会社が作成する当組合の保有有価証券に関する分析資料をもとに管理し金利変動に対するシミュレーション等を参
考にリスクの把握を徹底しております。管 理 体 制

運用状況に応じて適宜、理事会に報告、協議するなど適切なリスク管理に努めております。
なお、当該取引にかかる会計処理については、内部規定及び一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従い適正な
処理を行なっています。

評 価 ・ 計 測

金利リスクに関する事項

金利リスクはとってはならないリスクではなく、収益を上げるために一定のリスクを引き受け、コントロールしていく
ものと認識しています。その一方で、リスクは経営体力（自己資本）の範囲内に抑制すべきものでもあります。

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

当組合は、四半期ごとに運用・調達の銀行勘定を各期間帯に振り分け一定の金利ショックを負荷した場合のリスク量を
計測してリスクの現状を把握するとともに経営陣へ報告を行うなど、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロー
ルに努めております。

管 理 体 制

当組合では、リスクが過大になっていないか、自己資本に見合っているか等定期的な評価・計測を行い、適宜、対策を
講じる態勢としております。評 価 ・ 計 測

　銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有価証券、預金等）について、

金利変動により発生するリスク量を見るものです。金利リスク量は想定する金利変動幅によって結果は異なります。

　なお、お客さまのご要望により随時払い出すことのできる要求払預金（普通預金等）には明確な金利改定間隔がありません。当組合では、要求払預金の

うち引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義し、要求払預金の額の５０％相当額を０〜５年の期間に均等に振り分けて（平均

２.５年）リスク量を算定しています。

内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要

イ
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 自己資本比率規制第３の柱による開示 

―リスク管理態勢（定量的事項）―

令和３年度令和２年度
所要自己資本額リスク・アセット所要自己資本額リスク・アセット

５４５１３,６４８４５３１１,３３６イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計
５３５１３,３８７４４２１１,０７３①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
１２３１０１２３１０ソ ブ リ ン 向 け（ⅰ）
９７２,４３３６５１,６４０金 融 機 関 向 け（ⅱ）
２５６６,４０９２３６５,９０３法 人 等 向 け（ⅲ）
９２３６９２３７中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け（ⅳ）
－－－－抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン（ⅴ）
－－－－不 動 産 取 得 等 事 業 向 け（ⅵ）
－－－－三 月 以 上 延 滞 等（ⅶ）
－－－－出 資 等（ⅷ）
－－－－出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー
－－－－重要な出資のエクスポージャー

－－－－
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

（ⅸ）

－－－－
信用協同組合連合会の対象普通出資等で
あってコア資本に係る調整項目の額に算入
されなかった部分に係るエクスポージャー

（ⅹ）

１５９３,９９６１１９２,９８１そ の 他（ⅺ）
－－－－②証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー
１０２６１１０２６２③リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
１０２６１１０２６２ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式
－－－－マ ン デ ー ト 方 式
－－－－蓋 然 性 方 式 （ ２ ５ ０ ％ ）
－－－－蓋 然 性 方 式 （ ４ ０ ０ ％ ）
－－－－フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式（１２５０％ ）
－－－－④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

－－－－⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

－－－－⑥CVAリスク相当額を８％で除して得た額
－－－－⑦ 中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー
１９４８７１８４６９ロ．オペレーショナル・リスク
５６５１４,１３６４７２１１,８０５ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
　　２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、

外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用
保証協会等のことです。

　　４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融
機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

　　５．「その他」とは、（ⅰ）〜（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には貸出金等が含まれます。
　　６．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

　　７．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ÷８％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

　P１４をご参照ください。

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
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業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

貸出金償却
個別貸倒引当金

期末残高当期減少額当期増加額期首残高
令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度
－－２３２３００－－２３２３医 療 、 福 祉
－－－－－－－－－－そ の 他 の サ ー ビ ス
－－－－－－－－－－そ の 他 の 産 業
－－－－－－－－－－国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
－－－－－－－－－－個 人

－－２３２３００－－２３２３合　　　　　計

（注）１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別） （単位：百万円）

三月以上延滞
エクスポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高　エクスポージャー
　区　　分

地域区分　　　　　
業種区分　　　　　
期間区分　　　　　

そ　の　他デリバティブ取引債　　　　券
貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引

令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度
－－１５,７３９１６,３９５－－１９,２６９１７,８３３７,８１８６,８０１４２,８２７４１,０３０国 内
－－－－－－３,３３４３,４３５－－３,３３４３,４３５国 外
－－１５,７３９１６,３９５－－２２,６０４２１,２６８７,８１８６,８０１４６,１６１４４,４６５地 域 別 合 計
－－－－－－１,５００１,２００－－１,５００１,２００製 造 業
－－－－－－－－－－－－農 業 、 林 業
－－－－－－－－－－－－漁 業
－－－－－－－－－－－－鉱業、採石業、砂利採取業
－－－－－－４００４００－－４００４００建 設 業
－－－－－－２,１０１１,５０１－－２,１０１１,５０１電気・ガス・熱供給・水道業
－－００－－５００５００－－５００５００情 報 通 信 業
－－－－－－１,００２８０２－－１,００２８０２運 輸 業 、 郵 便 業
－－－－－－９０２９０２－－９０２９０２卸 売 業 、 小 売 業
－－１５,６２９１６,２７０－－３,３３２３,２３３－－１８,９６２１９,５０３金 融 、 保 険 業
－－－－－－１,４００１,３００－－１,４００１,３００不 動 産 業
－－－－－－－－－－－－物 品 賃 貸 業
－－－－－－－－－－－－学術研究、専門・技術サービス業
－－－－－－－－－－－－宿 泊 業
－－－－－－－－－－－－飲 食 業
－－－－－－－－－－－－生活関連サービス業、娯楽業
－－－－－－－－－－－－教育、学習支援業
－－－－－－－－５,５５０５,１９７５,５５０５,１９７医 療 、 福 祉
－－－－－－２００２００－－２００２００その他のサービス
－－－－－－４００４００－－４００４００そ の 他 の 産 業
－－－－－－９,５６３９,５２５－－９,５６３９,５２５国・地方公共団体等
－－－－－－－－２,２６８１,６０４２,２６８１,６０４個 人
－－１０８１２５－－１,３００１,３００－－１,４０８１,４２５そ の 他
－－１５,７３９１６,３９５－－２２,６０４２１,２６８７,８１８６,８０１４６,１６１４４,４６５業 種 別 合 計
－－１４,８２９１５,５１３－－１,３４５１,３００４４１９４１６,６１６１６,９０７１ 年 以 下
－－１４－－３,５００３,０６８４５７１３,５４７３,１４４１ 年 超 ３ 年 以 下
－－３５－－３,１０２３,５００１８８１９１３,２９４３,６９７３ 年 超 ５ 年 以 下
－－００－－２,７６９２,９０６４０６３６１３,１７５３,２６８５ 年 超 ７ 年 以 下
－－０－－－４,６７１４,６０２４２６５００５,０９８５,１０２７ 年 超１０　 年 以 下
－－８００７５０－－７,２１５５,８９０６,３０９５,５８３１４,３２５１２,２２４１０　 年 超
－－１０３１２１－－－－－－１０３１２１期間の定めのないもの
－－－－－－－－－－－－そ の 他
－－１５,７３９１６,３９５－－２２,６０４２１,２６８７,８１８６,８０１４６,１６１４４,４６５残 存 期 間 別 合 計

（注）１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当
額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　　２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
　　３．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　４．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

　
　
　

ポ

信
エ

　

上
非

評

　



１９

度

ー

度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

当

エクスポージャーの額
告示で定めるリスク・ウェイト区分（％） 令和３年度令和２年度

格付適用無し格付適用有り格付適用無し格付適用有り
５,６７６１,９７３５,１４０２,４８３０％
－２,５０４－２,５０５１０％

１６,７６０１,９９９１７,５０１１,７００２０％
－－－－３５％
９００－１,０００－４０％
１００７,１０６１００６,５０７５０％
４００－１００－７０％
３４０－３４０－７５％
７,４３１３０１６,４１３１０１１００％
１００－－－１３１％
－－－－２５０％
－－－－１２５０％

１,３２３－１,３２３－その他

３３,０３３１３,８８５３１,９２０１３,２９８合　　　　　計

（注）１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　４．個別貸倒引当金や投資信託等のうちリスク・ウェイト区分が困難なものについては「その他」に区分しています。

リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

クレジット・デリバティブ保　　証適格金融資産担保信用リスク削減手法
ポートフォリオ 令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度令和３年度令和２年度

－－－－１９３１７９
信 用 リ ス ク 削 減 手 法 が 適 用 さ れ た
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

（注）１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　２．上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示第２２号）第４５条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、

第４６条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

 出資等エクスポージャーに関する事項 

令和３年度令和２年度
区　　　分

時 価貸借対照表
計上額時 価貸借対照表

計上額
９９８８上 場 株 式 等
－３９－３９非 上 場 株 式 等

９４８８４７合　　　　　計

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファン
ド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、
非上場株式等に含めて記載しています。

貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

令和３年度令和２年度
－－売 却 益
－－売 却 損
－－償 却

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

令和３年度令和２年度
－－評 価 損 益

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」
とは、その他有価証券の評価損益です。

貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

令和３年度令和２年度
－－評 価 損 益

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株
式及び関連会社の評価損益です。

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

　当組合は該当ございません

証券化エクスポージャー派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

　当組合は該当ございません
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 リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 

（単位：百万円）

令和３年度令和２年度

２６１２６２ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

－－マ ン デ ー ト 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

－－蓋 然 性 方 式（ ２５０ ％ ）を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

－－蓋 然 性 方 式（ ４００ ％ ）を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

－－フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式（１２５０％ ）を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

 金利リスクに関する事項 

（単位：百万円）

IRRBB１：金利リスク

ニハロイ

項番 ΔNIIΔEVE

前期末当期末前期末当期末

２７５３１,３２７１,４６７上方パラレルシフト１

７９００下方パラレルシフト２

１,２３６１,３３５スティープ化３

００フラット化４

１７９１６９短期金利上昇５

００短期金利低下６

２７５３１,３２７１,４６７最大値７

ヘホ

前期末当期末

２,６０３２,６９３自己資本の額８

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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法令等遵守態勢

　当組合では法令等遵守について、「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、当組合の就業規則、行動綱領を基本に役職員への研修を行い信用組合の

職員として、組合員ならびに社会一般から疑惑・不信を招くような行為の防止を図り、信頼を確保し社会的責任を果たすよう努めております。

令和４年６月２０日　　　　　　　　　　　　　　　　
石川県医師信用組合　　　　　　　　　　　　　　　

　
　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　　　　　　

　私は、当組合の令和３年４月１日から令和４年３月３１日

までの第５８期の事業年度における貸借対照表、損益計算書

及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内

部監査の有効性を確認いたしました。

財務諸表の適正性、内部監査の有効性についての確認

 そ　の　他　業　務 

代理貸付残高の内訳 �������������� （単位：百万円）

令和３年度末令和２年度末区　　　　　分
－－全国信用協同組合連合会
－－株式会社 商工組合中央金庫
７８３７９３独立行政法人 福祉医療機構
－－そ の 他

７８３７９３合　　　　計

令和３年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

－％猿全国信用協同組合連合会
－％猿株式会社 商工組合中央金庫

１００.０％猿独立行政法人 福祉医療機構
－％猿その他

 国　際　業　務 

外国為替取扱高

　当組合は該当ございません 　当組合は該当ございません

外貨建資産残高

 証　券　業　務 

　当組合は該当ございません

公共債窓販実績公共債引受額

　当組合は該当ございません

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３項に規定する「特定信用組合」に該当しておりません。

法定監査の状況

安　田　健　二



２２

①中小企業の経営支援に関する取組み方針
　お客さまからの、貸付の条件の変更等のご相談・お申込み等に迅速かつ

適切にお応えすることができるよう努めてまいります。

１．お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等のご相談・お申込みに対

しては、お客さまのご事情を十分に勘案し、迅速かつ真摯に対応します。

２．貸付の条件変更等の申込みに際しては、関係する他の金融機関等と連

携を図りながら、円滑な資金供給とお客さまの経営改善に向けた取組

みへの積極的な支援を実施いたします。

３．お客さまの抱える問題や課題に対しては、お客さまの立場に立ち、最

適な解決策のご提案が出来るよう、コンサルティング機能の強化に努

めます。

４．中小企業金融円滑化法は平成２５年３月末に期限を迎えましたが、同法

の期限到来後においても、全役職員への周知を徹底し、当組合全体と

して金融の円滑化に努めます。

②態勢整備の状況
猿自組合内で推進するために行った態勢整備状況について

　債務者に対する経営相談・経営指導の強化に向けた取組みとして融資診

断の通信講座を受講及び資格取得など態勢整備を図っています。

③取組状況
猿当組合は、石川県下の医業界を背景とした業域信用組合として、開業医

や勤務医の先生方に医業経営に関する事業の発展に寄与すると共に地域

住民の医療及び健康管理に貢献することを経営理念・方針に掲げ石川県

医師会をはじめ各郡市医師会と連携して、充実した金融・情報サービス

を提供しております。

○「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に

踏まえ、お客さまからお借り入れや保証債務整理の相談を受けた際に真

摯に対応する態勢を整備しています。

　経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人

と経営者の関係性や財務状況等を把握し、同ガイドラインの記載内容を

踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どの

ような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的

に説明し、経営改善支援を行っています。

○「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
　令和３年度に当組合において、「新規に無保証で融資した件数」は１４件（前

年度３件）、「新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合」は

２５.４５％（前年度７.１％）、「保証契約を解除した件数」及び「経営者保証に

関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数」については、前

年・今年度ともに取り扱いはございませんでした。

④地域の活性化に関する取組状況
猿融資を通じた地域貢献

　石川県下の医業界を背景とした業域信用組合として医業経営を積極的に

支援し、「地域医療」の発展に貢献致します。

（令和４年３月３１日現在）

＊貸出先数　　２９３先 貸出残高　７,６６１,８６１千円

 ＜使途別貸出残高＞

  運　転　資　金 １,６３２,９９６千円 

  設　備　資　金 ４,１９５,２８４千円 

  個人消費その他 １,８３３,５７９千円 

  　　　計　　　　７,６６１,８６１千円 

＊代理貸付業務

　福祉医療機構　　２１先　　　　 貸出残高　７８３,９７０千円

猿地域へのサービスの充実度

⑴店舗の設置数

　本店、１店舗の営業です。

⑵情報提供活動

　ディスクロージャー誌（ミニディスクロージャー誌含む）をホームページ

に掲載しております。

　石川県医師会報に情報を掲載しております。

⑶石川県医師信用組合ホームページのご案内

　https://www.ishikawaishishin.co.jp

　石川県医師信用組合のホームページでは、商品やサービス、財務情報等、

様々な情報がご覧いただけます。

実　　績取組み内容項　　目

新規開業ローン……………６件/７４６百万円
事業継承ローン……………取扱いなし
教育ローン…………………１０件/８３百万円
オートローン………………１８件/７９百万円
住宅ローン…………………８件/４２７百万円
その他………………………４件/１０百万円

◎新規開業ローン………勤務医の開業支援
◎事業継承ローン………医業後継者への継承支援
◎教育ローン……………教育資金負担への支援
◎オートローン…………車購入資金への支援
◎住宅ローン……………住宅取得への支援
◎その他

⑴ライフステージに応じた
融資手法の多様化の取組み

オートローン………………１８件/７９百万円
事業ステップアップ………１件/１百万円
リフォームローン…………１件/１百万円
メディカルローン…………１件/５百万円

【キャッシュフロー】を重視した対応
案件により（融資金額、資金使途、期間）財務状況、取引状況、
その他経営状況を総合的に判断対応いたします。

⑵不動産担保や保証に依存
しない融資

取扱いなし新型コロナウイルス感染症の影響による経営安定に必要な運転
資金供給。

⑶新型コロナウイルス感染
症の影響による融資

取扱いなし“医療”と“福祉”そして“介護”は切り離せなくなっており、介護
関係の資金需要にも積極的に対応いたします。⑷「社会福祉法人」への融資

 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況 
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　当組合では、お客様により一層のご満足を頂けるよう、お取引に係る苦情等を受付けておりますので、お気軽にお申出ください。
　＊苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・苦情・紛争のいずれかに該当するもの及びこれらに準ずるものをいいます。

　苦情等のお申出は当信用組合のほか、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けています。
　（詳しくは、当組合の苦情等受付窓口へご相談ください。）

　相談所は、公平・中立な立場でお申出を伺い、お申出のお客様の了解を得たうえ、当該の信用組合に対し迅速な解決を要請します。

▼
　金沢弁護士会、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、当組合
苦情等相談窓口またはしんくみ相談所へお申出ください。
　また、お客様が直接、仲裁センター等へ申出ることも可能です。

 当組合の苦情処理措置・紛争解決措置等の概要について 

 当組合へのお申出先 
苦情等受付窓口にお願いいたします。

〈窓　口〉　住　　所：石川県金沢市鞍月東２丁目４８番地
　　　　　　電話番号：０７６-２３９-０１２６　　　　　　　　　　
　　　　　　受付時間：午前９時から午後５時　　　　　　
　　　　　　　　（土日・祝日および金融機関の休日を除く）

しんくみ相談所（（一社）全国信用組合中央協会）名　　称

〒１０４-００３１　東京都中央区京橋１-９-５住　　所

０３-３５６７-２４５６電話番号

月〜金（祝日及び金融機関休業日を除く）
９：００〜１７：００

受　付　日
時　　間

第二東京弁護士会
仲裁センター

第一東京弁護士会
仲裁センター

東京弁護士会
紛争解決センター

金沢弁護士会
紛争解決センター

名　称

〒１００-００１３
東京都千代田区霞ヶ関１-１-３

〒１００-００１３
東京都千代田区霞ヶ関１-１-３

〒１００-００１３
東京都千代田区霞ヶ関１-１-３

〒９２０-０９３７
石川県金沢市丸の内７番３６号住　所

０３-３５８１-２２４９０３-３５９５-８５８８０３-３５８１-００３１０７６-２２１-０２４２電　話

月〜金（除　祝日、年末年始）月〜金（除　祝日、年末年始）月〜金（除　祝日、年末年始）月〜金（除　祝日、年末年始）受付日

９：３０〜１２：００
１３：００〜１７：００

１０：００〜１２：００
１３：００〜１６：００

９：３０〜１２：００
１３：００〜１５：００

１０：００〜１７：００時　間
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３．１１．１７㈬ 北陸財務局金融庁業務説明会（於　金沢市）
３．１２．８㈬ ２０２１年度分野横断的演習（於　当組合）
４．２．１０㈭ 地区別懇談会（WEBで実施）
４．２．１８㈮ ２０２１年度共同センター被災訓練（於　当組合）
〜４．２．１９㈯

３．４．９㈮ 北陸三県信用組合協会の総会（於　金沢市）
３．４．２１㈬ 北陸財務局トップヒアリング（於　金沢市）
３．６．１８㈮ 地区別懇談会（WEBで実施）
３．１０．５㈫ 地区別懇談会（WEBで実施）
３．１０．２６㈫ 令和３年度金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習
 （於　当組合）

トピックス

諸手数料一覧表

F　A　X電　　　話所　　在　　地店　名

０７６-２３９-０４８７０７６-２３９-０１２６〒９２０-８２０１
　金沢市鞍月東２丁目４８番地本　店

店舗一覧（事務所の名称及び所在地）

令和３年度末令和２年度末
区　　　　分

金額件数金額件数
１７,７３５１３,６６６１６,８１１１３,９４０他の金融機関向け

送金・振込
１２,８６９７,００８１２,１０３６,６６６他の金融機関から

－－－－他の金融機関向け
代 金 取 立

－－－－他の金融機関から

内国為替取扱実績 （単位：百万円）

地区一覧

　石川県下全域

　現金自動受払機の設置はありません

自動機器設置状況

主要な事業の内容

A．預金業務 普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定

期積金、別段預金、納税準備預金を取扱ってお

ります。

B．貸付業務 手形貸付、証書貸付を取扱っております。

C．有価証券投資業務 預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地

方債、社債、株式、その他の証券に投資してお

ります。

D．内国為替業務 送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱って

おります。

E．付帯業務 （イ）債務の保証業務　（ロ）代理業務

 　・独立行政法人福祉医療機構の代理貸付業務

　当組合の子会社はありません

当組合の子会社

Ⅰ．振込手数料  艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶（令和４年３月末現在）

組合員外組合員
種　　類

３万円以上３万円未満３万円以上３万円未満
無料無料無料無料当 組 合 内 振 替

７７０円５５０円無料無料
他 金 融 機 関 の
同 一 口 座 宛 へ の 振 込

７７０円５５０円無料無料

法人から理事長、先生・家族
が経営する法人・理事長から
法人、先生・家族が経営する
法 人 へ の 振 込

無料無料給与振込契約による振込

２２０円１６５円
給 与 振 込 依 頼 書 の
持 込 期 日 経 過 後　 １件

無料無料給与とみなされる振込

無料無料
毎 月 定 額 振 込 契 約 を
交 わ し て い る 振 込

無料無料
各医師会・関連団体等
から、医師及び医療法人への
振 込

７７０円５５０円２２０円１６５円
他金融機関の別名義口座宛
へ の 振 込

７７０円７７０円振込の訂正・組戻手数料

＊関連団体等とは、各連区医師会、医師連盟等当組合の組合員でない団体をいう。

Ⅲ．融資手数料

組合員種　　　類

返済残高の０.１％（１００円未満切捨）、上限を
３０,０００円とする。（消費税別）繰上げ返済手数料

Ⅱ．両替手数料（現状 組合員はサービス）

無　料１〜　 １００枚
１１０円１０１〜　 ３００枚
３３０円３０１〜１,０００枚
６６０円１,００１枚以上

１．お客さまが「持参された紙幣・硬貨の合計枚数」と「受け取られる紙幣・硬貨
の合計枚数」のいずれか多い方の枚数とさせていただきます。

２．次の両替については、無料とさせていただきます。
　　⑴汚損した現金の交換
　　⑵記念硬貨の交換

Ⅳ．その他の手数料

組合員外組合員種　　　類
７７０円７７０円代 金 取 立 手 数 料
５５０円無料残高証明発行手数料（定例発行）
５５０円２２０円残高証明発行手数料（定例発行以外）

　
　
　
　

【
　
【
　
【



２５

７

５
９
－
－

定

お

地

お

て

務

　石川県医師信用組合では、お客様によりご満足いただけるサービスをご提供できます様に、「お客様ご利用アンケート」を実施しております。
　この度のアンケート調査にご協力いただきましたお客様には、厚く御礼申し上げます。
　皆さまにご協力いただきましたアンケートの結果を取りまとめましたのでお知らせいたします。
　今回のアンケート結果は、私どもへの貴重なご意見として今後の組合施策に活かしてまいります。

【調　　　査　　　手　　　法】　　　「お客様ご利用アンケート」のお願い　　　　　※ 該当項目を○で囲んでください
　
【調　査　実　施　期　間】　　　令和３年１２月１日〜令和３年１２月２４日
　
【アンケート対象及び人数】　　　３０歳代以下 ・ ４０歳代 ・ ５０歳代 ・ ６０歳代以上

お客様ご利用アンケート実施結果について

回答率内回答者（人）対象者（人）

７５.７％ ８７１１５開業医

６０.０％ ２１ ３５勤務医

７２.０％１０８１５０計
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 頁

■ごあいさつ  ………………………………………………………………… ２

【概況・組織】

１．事業方針  ……………………………………………………………… ３、４

　　令和３年度　経営環境・事業概況

　　当組合の顧客保護への取組み

　　報酬体系の開示に関する事項＊

２．事業の組織＊  …………………………………………………………… ２

３．役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）＊  ……………………… ３

４．店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊  ………………………………… ２４

５．自動機器設置状況  ……………………………………………………… ２４

６．地区一覧  ………………………………………………………………… ２４

７．組合員数  ………………………………………………………………… ４

８．子会社の状況  …………………………………………………………… ２４

【主要事業内容】

９．主要な事業の内容＊  …………………………………………………… ２４

１０．信用組合の代理業者＊  ……………………………………… 取扱いなし

【業務に関する事項】

１１．事業の概況＊  …………………………………………………………… ３

１２．経常収益＊  ……………………………………………………………… ８

１３．業務純益  ………………………………………………………………… ９

１４．経常利益（損失）＊  ……………………………………………………… ８

１５．当期純利益（損失）＊  …………………………………………………… ８

１６．出資総額、出資総口数＊  ……………………………………………… １１

１７．純資産額＊  ……………………………………………………………… １１

１８．総資産額＊  ……………………………………………………………… １１

１９．預金積金残高＊  ………………………………………………………… １１

２０．貸出金残高＊  …………………………………………………………… １１

２１．有価証券残高＊  ………………………………………………………… １１

２２．単体自己資本比率＊  …………………………………………………… １１

２３．出資配当金＊  …………………………………………………………… １１

２４．職員数＊  ………………………………………………………………… １１

【主要業務に関する指標】

２５．業務粗利益および業務粗利益率＊  …………………………………… ８

２６．資金運用収支、役務取引等収支およびその他業務収支＊  ………… ８

２７．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、

　　利息、利回り、資金利鞘＊  …………………………………………… ９

２８．受取利息、支払利息の増減＊  ………………………………………… ９

２９．役務取引の状況  ………………………………………………………… ９

３０．経費の内訳  ……………………………………………………………… ９

３１．総資産経常利益率＊  …………………………………………………… ９

３２．総資産当期純利益率＊  ………………………………………………… ９

【預金に関する指標】

３３．預金種目別平均残高＊  ………………………………………………… １２

３４．預金者別預金残高  ……………………………………………………… １２

３５．財形貯蓄残高  …………………………………………………………… １２

３６．職員１人当り預金残高  ………………………………………………… １２

３７．１店舗当り預金残高  …………………………………………………… １２

３８．定期預金種類別残高＊  ………………………………………………… １２

【貸出金等に関する指標】

３９．貸出金種類別平均残高＊  ……………………………………………… １３

４０．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊  ……………………… １３

４１．貸出金金利区分別残高＊  ……………………………………………… １３

４２．貸出金使途別残高＊  …………………………………………………… １４

４３．貸出金業種別残高・構成比＊  ………………………………………… １３

４４．預貸率（期末・期中平均）＊  …………………………………………… １２

４５．消費者ローン・住宅ローン残高  ……………………………………… １３

４６．代理貸付残高の内訳  …………………………………………………… ２１

４７．職員１人当り貸出金残高  ……………………………………………… １２

４８．１店舗当り貸出金残高  ………………………………………………… １２

【有価証券に関する指標】

４９．商品有価証券の種類別平均残高＊  ………………………… 取扱いなし

５０．有価証券の種類別平均残高＊  ………………………………………… １３

５１．有価証券種類別残存期間別残高＊  …………………………………… １３

５２．預証率（期末・期中平均）＊  …………………………………………… １２

【経営管理体制に関する事項】

５３．法令遵守の体制＊  ……………………………………………………… ２１

５４．リスク管理体制＊  …………………………… １５、１６、１７、１８、１９、２０

５５．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組みの状況＊   ２２

５６．経営者保証に関するガイドラインへの対応  ………………………… ２２

５７．経営者保証に関するガイドラインの取り組み状況  ………………… ２２

５８．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊  …………………………… ２３

資料編

（自己資本比率規制に関する事項を含む）

【財産の状況】

５９．貸借対照表、損益計算書、

　　剰余金処分（損失金処理）計算書＊  ………………………… ５、６、７、８

６０．協金法開示債権（リスク管理債権）及び

　　金融再生法開示債権の保全・引当状況  ……………………………… １４

６１．自己資本の構成に関する事項（自己資本比率明細）＊  ……………… １０

６２．自己資本調達手段  ……………………………………………………… １１

６３．自己資本の充実度に関する評価方法  ………………………………… １１

６４．有価証券、金銭の信託等の評価＊  ……………………………… １１、１２

６５．外貨建資産残高  ………………………………………………………… ２１

６６．オフバランス取引の状況  ……………………………………………… ９

６７．先物取引の時価情報  …………………………………………………… ９

６８．オプション取引の時価情報  ………………………………… 取扱いなし

６９．有価証券の時価等情報  ………………………………………………… ９

７０．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊  ……………………………… １４

７１．貸出金償却の額＊  ……………………………………………………… １４

７２．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について  ………………… ２１

７３．法定監査の状況  ………………………………………………………… ２１

【その他の業務】

７４．内国為替取扱実績  ……………………………………………………… ２４

７５．外国為替取扱実績  ……………………………………………………… ２１

７６．公共債窓販実績  ………………………………………………………… ２１

７７．公共債引受額  …………………………………………………………… ２１

７８．公庫・事業団等別貸出残高構成比  …………………………………… ２１

７９．手数料一覧  ……………………………………………………………… ２４

【その他】

８０．トピックス  ……………………………………………………………… ２４

８１．経営環境  ………………………………………………………………… ３

８２．沿革・歩み  ……………………………………………………………… ２

８３．第５８期通常総会について  ……………………………………………… ４

８４．お客様ご利用アンケート実施結果について  ………… ２５、２６、２７、２８

索　　引 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」並びに「金融再生法に基づく開示」で規定
されております法定開示項目です。



石川県医師信用組合
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TEL（０７６）２３９-０１２６　FAX（０７６）２３９-０４８７

URL　https://www.ishikawaishishin.co.jp
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